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Ⅰ．はじめに
コロナウイルスの感染拡大は中国湖北省武漢市
から始まった。そのことが理由で日本では感染拡
大初期においては，中国人の入店を断る店や中華
系の飲食店に中国人を誹謗中傷する手紙が送りつ
けられるなど，中国人に対する差別・偏見の事例
が報道されている（安田 ２０２０，明戸 ２０２１）。以
降，変異株が発見されると，発見された国や地域
にルーツを持つ人々への差別や偏見が生じている。
インドから広まったとされるデルタ株が日本で感
染拡大した時はインド料理店が風評被害に悩まさ
れるということもあった１（時事ドットコム，２０２１
年６月１６日）。日本のみならず世界中でアジア系
の人々に対する差別や偏見の事例が報告されてい
る（Clissold, Nylander, Watson, and Ventriglio 2020,
Reny and Barreto 2020）。感染拡大初期からはじ
まったアジア系住民に対するヘイトクライムは続
き，アメリカでは主要８都市でのアジア系住民に

対するヘイトクライムが２０２１年に前年比で約４．４
倍に急増したことが，カリフォルニア州立大サン
バーナディーノ校の憎悪・過激主義研究センター
の調査で判明した２（毎日新聞，２０２２年２月１２日）。
アジア系住民への差別や偏見が，コロナ禍２年目
においても深刻であることが推察される。
アメリカは多文化社会だと認識されている。全
人口に占める外国生まれである移民割合が高く３，
多様な文化的背景を持つ人々が同じ社会で生活し
ている。日頃から多様な人々とともに生活してい
ることでコロナウイルス感染拡大はアメリカ人の
排外意識に特に影響を及ぼしていないのか，それ
とも多様な人々とともに生活しているからこそコ
ロナウイルス感染拡大はアメリカ人の排外意識に
影響を及ぼしているのか，どちらの可能性も考え
られるが，コロナ禍に入って前述したような事例
が生じていることから後者であることが推測され
る。このような感染症と排外意識の関係について
は，これまで主に行動免疫システムを用いて説明
されてきた。
そこで本稿では，行動免疫システムに着目して
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コロナ禍におけるアメリカ人の排外意識を明らか
にすることを目的とする。

Ⅱ．先行研究
１．排外意識についての研究
社会学における外国人に対する意識についての
研究を方法論によって大別すると，質的研究と量
的研究がある。量的研究では，これまで複数の仮
説について検証されてきた。特によく検証されて
いるのは個人属性仮説，接触仮説，集団脅威仮説
である。個人属性仮説は個人の属性が外国人に対
する意識に影響を及ぼすという仮説で，性別（大
槻 ２００６），年齢（田辺 ２００２；松本 ２００６；大槻
２００６；山本・松宮 ２０１０），教育年数（眞住 ２０１５；
原田 ２０１７）などが検証されている。接触仮説に
ついては，接触の仕方にもよるが，外国人と接触
するほど外国人に対して，否定的（O’neal and
Tienda 2010）や肯定的（大槻 ２００６；濱田 ２０１０）
といった研究結果がある。集団脅威仮説は，外国
人が脅威をもたらす存在だと認識することで外国
人に対して否定的になるという仮説で，文化的脅
威（Scheepers et al.２００２）や経済的脅威（Quillian
１９９５；永吉 ２０１２）に着目した研究がある。
以上の仮説を踏まえて，俵は２０１７年に実施した
アメリカ３州（ミシガン州，ジョージア州，カリ
フォルニア州）調査４の結果を用いて排外意識の
規定要因を明らかにしている。排外意識について
は，移民に対する意識項目から作成されている。
「隣に移民の家族が引っ越ししてきたら気になる」
「移民が犯罪率を高めている」「アメリカに居住す
る移民はアメリカのやり方に従うべきだ」「アメ
リカへの移民の数は減るべきだ」「移民はアメリ
カ市民から仕事を奪っている」「アメリカで働く
移民は最終的には祖国に帰るべきだ」「移民はし
ばしば福祉を受けるためだけにアメリカに来てい
る」「移民の習慣や伝統はアメリカに合わないこ
とがよくある」「アメリカ文化は移民によって豊
かになっている」の９項目それぞれについて「非
常にそう思う」「そう思う」「そう思わない」「まっ
たくそう思わない」「わからない」の５件法で回
答されている。
すべての項目について「わからない」を分析対
象から除外し，移民に対して最も否定的な回答を

５点，最も肯定的な回答を１点として全項目の回
答を加算して「外国人嫌い」（排外意識）変数と
している。作成した排外意識変数を従属変数とし
てその規定要因を分析した結果，女性よりも男性
のほうが，有色人種よりも白人のほうが，結婚経
験のない人よりある人のほうが，正規雇用でない
人より正規雇用の人のほうが，階層帰属意識の高
い人のほうが，排外意識が高いことが明らかに
なっている（俵 ２０１７）。
さらに，俵は２０１８年に実施したアメリカ全国調
査５のデータを用いて排外意識の規定要因を分析
している。移民に対する意識項目として「隣に移
民の家族が引っ越ししてきたら気になる」「移民
が犯罪率を高めている」「アメリカに居住する移
民はアメリカのやり方に従うべきだ」「アメリカ
への移民の数は減るべきだ」「移民がアメリカ市
民から仕事を奪っている」「移民はアメリカ市民
のやりたくない仕事をしている」「移民はしばし
ば福祉を受けるためだけにアメリカに来ている」
「アメリカの経済はアメリカに来る移民によって
豊かになっている」「アメリカの文化はアメリカ
に来る移民によって豊かになっている」「アメリ
カは不法移民の締め出しを強化すべきだ」の１０項
目で，回答はそれぞれの項目について「非常にそ
う思う」「そう思う」「そう思わない」「まったく
そう思わない」「わからない」の５件法としてい
る。クロンバックのα係数に基づき，「移民はア
メリカ市民のやりたくない仕事をしている」，「ア
メリカの経済はアメリカに来る移民によって豊か
になっている」および「アメリカの文化はアメリ
カに来る移民によって豊かになっている」を除外
して，その他の項目を加算し排外意識変数を作成
している。作成された排外意識変数を従属変数と
してその規定要因を分析した結果，女性よりも男
性のほうが，政治的リベラルな人より保守的な人
のほうが，子どもがいない人より子どもがいる人
のほうが，白人以外よりも白人のほうが，ヒスパ
ニック・スペイン・ラテン系よりもヒスパニック
・スペイン・ラテン系以外の人のほうが，正規雇
用でない人より正規雇用の人の方が，外国生まれ
の比率が高い州に居住している人ほど，都市度が
高い地域に居住している人ほど排外意識が高いこ
とが明らかとなっている（俵 ２０１８）。
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２．感染症と排外意識についての研究
歴史を通じて，移民は疾病の発生時に病原体の
運び屋として認識されることが度々あった
（Hoppe２０１８）。そのため，感染症の拡大が特定の
人種や民族に対する差別や偏見に結びつけられる
傾向にある（Nelkin and Gilman １９８８, Dionne and
Turkmen ２０２０, White ２０２０）。たとえば，１８６０年
から１８９０年にかけてアメリカのサンフランシスコ
で発生した伝染病は，中国系移民が蔓延の原因と
された。感染症が広がると外国人などの外集団に
対する差別や偏見が増加することは，行動免疫シ
ステムで説明されている（Schaller＆ Duncan２００７,
Schaller and Park ２０１１, Murray ＆ Schaller ２０１６,
Aaroe, Petersen and Arceneaux ２０１７, Kam, ２０１９な
ど）。行動免疫システムとは，「感染症罹患のリス
クを回避するためのシステムである。感染症に罹
患することは生存にとってリスクとなるため，保
菌者や保菌物を検知すると，それらを回避する心
理や行動が生じる。しかし，ウイルスは目に見え
ないため保菌者や保菌物を同定できない。そのた
め，実際にその対象が保菌しているかどうかにか
かわらず，外見や文化的背景が内集団と異なると
回避的反応を示しやすい」（田戸岡・石井・樋口
２０２２：１）。このことに従うと，感染症の脅威を
感じやすい人や，感染症が急拡大している状況で
は，外国人に対する差別や偏見が強まる。
新型コロナウイルスの感染症についても行動免
疫システムが排外意識に影響を及ぼしている可能
性が高い。また，山縣らは，２０２０年３月に調査を
行い，感染症に対する予防行動（感染を未然に防
ぐ衛生行動と，感染源と思われる対象との接触を
避ける回避行動）と，外国人への排斥的な態度に
ついて検討し，次のような結果を報告している。
感染予防行動については，実施数が平時より増加
したこと，特に，マスクの着用，公共の場や，外
国人や中国人が多く訪れる観光地への外出を控え
ることにおいてその変化が著しいことである。外
国人への排斥的な態度については，中国人への受
入態度が相対的に最も低い結果であった。また，
外国人および中国人への受入態度と感染忌避との
間に弱い負の相関関係が示された（山縣・寺口・
三浦 ２０２１）。さらに，アルコール消毒ができるも

のを常に持ち歩いている人ほど，外国人住民が近
所に住むことに反対する傾向にあるという結果，
つまりコロナウイルス感染症に対して感染予防行
動をとっている人ほど排外意識が高いという結果
もある（若山・俵 ２０２２）。
以上の行動免疫システムに関する研究の知見か
ら，コロナ禍における排外意識について以下の仮
説が導かれる。
仮説：新型コロナウイルス感染予防対策をおこ
なっている人ほど排外意識が高い。

Ⅲ．データ
筆者が分担者となっている科研費プロジェクト
で実施された「Withコロナ時代の生活と価値観
に関する調査（成人世代の価値観・生活意識の米
国調査）」で得られたデータを使用する。この調
査はアメリカと日本で同じ質問項目を用いて同時
期に実施された。
アメリカ調査については次の通りである。調査
実施期間は，２０２２年１月１３日（木）～１月２４日（月），
調査地域はアメリカ合衆国全国，調査対象者は
２０２１年末時点で満１８歳～６９歳個人（１９５２年～２００３
年生まれ），調査手法は登録モニターを用いたイ
ンターネット調査，標本設計（割付）は，地域（９
層），性別（２層），年代（６層：１８‐２４，２５‐２９，３０
‐３９，４０‐４９，５０‐５９，６０‐６９）である。有効回答総
数は３，４３９である。

Ⅳ．分析と結果
仮説を検証するために，８項目からなる移民に
対する意識項目を用いた。８項目からアメリカ人
の排外意識変数を作成し，それを従属変数として
重回帰分析をおこなった。
移民に対する意識についての項目は，俵が分析
をおこなったアメリカ２０１７年調査および２０１８年調
査で使用した項目の中から次の７項目を使用
し，１項目を新たに加え合計８項目とした。「隣
に移民の家族が引っ越ししてきたら気になる」「治
安が悪くなる」「移民はアメリカのやり方に従う
べきだ」「アメリカに来る移民はもっと増えたほ
うがよい」「移民がアメリカ市民から仕事を奪っ
ている」「アメリカは，アメリカ式の生活様式を
守るために移民を制限すべきだ」「アメリカの経
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済はアメリカに来る移民によって豊かになってい
る」「アメリカの文化はアメリカに来る移民によっ
て豊かになっている」の８項目である。それぞれ
について「非常にそう思う」「そう思う」「どちら
ともいえない」「そう思わない」「まったくそう思
わない」「わからない」という回答選択肢を用意
した。
それぞれについて「わからない」を分析対象か
ら除外し集計した結果は次の通りである（表１）。
「隣に移民の家族が引っ越ししてきたら気になる」
については，「非常にそう思う」と「そう思う」を
合わせた肯定派は２３．８％，「そう思わない」「まっ
たくそう思わない」を合わせた否定派は５８．５％，
「どちらともいえない」１８．０％であった。「治安が
悪くなる」については，肯定派は２２．３％，否定派
は５３．９％，「どちらともいえない」２３．８％であっ
た。「移民はアメリカのやり方に従うべきだ」に
ついては，肯定派は５３．５％，否定派は１７．８％，「ど

ちらともいえない」２８．７％，「アメリカに来る移
民はもっと増えたほうがよい」については，肯定
派は４０．３％，否定派は２８．２％，「どちらともいえ
ない」３１．５％，「移民がアメリカ市民から仕事を
奪っている」については，肯定派は３２．４％，否定
派は４２．５％，「どちらともいえない」２５．１％であっ
た。「アメリカは，アメリカ式の生活様式を守る
ために移民を制限すべきだ」については，肯定派
は３８．８％，否定派は３６．１％，「どちらともいえな
い」２５．２％，「アメリカの経済はアメリカに来る
移民によって豊かになっている」については，肯
定派は５１．１％，否定派は１９．２％，「どちらともい
えない」２９．８％，「アメリカの文化はアメリカに
来る移民によって豊かになっている」については，
肯定派は５７．３％，否定派は１５．２％，「どちらとも
いえない」は２７．５％であった。
従属変数となる排外意識変数の作成については，
クロンバックのα係数を確認後，８項目の回答を

表１ アメリカ人の移民に対する意識：２０２２年調査（％）
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加算した。移民に対して最も否定的な回答を５点，
最も肯定的な回答を１点として８項目の回答を加
算し，排外意識が高い人ほど得点が高くなるよう
に作成した。
独立変数については，コロナウイルス感染防止
行動（４項目を得点化）を投入した。４項目につ
いては，「バーやレストランなどでの会食を避け
ている」「会合等，対面での集まりを避けている」
「人との間隔は約２m空けるようにしている」「手
洗いは２０秒程度かけて水と石けん（または手指消
毒液）で頻繁に行っている」を提示し，あてはま
るものをすべて選んでもらった。そして，４項目
すべてが選択されていれば４点，すべて選択され
ていなければ０点というように選択した数を「コ
ロナウイルス感染予防対策」変数とした。「バー
やレストランなどでの会食を避けている」につい
ては４３．５％の人が実行しており，「会合等，対面
での集まりを避けている」は４３．１％の人が実行，
「人との間隔は約２m空けるようにしている」は
５２．５％の人が実行，「手洗いは２０秒程度かけて水
と石けん（または手指消毒液）で頻繁に行ってい
る」は７１．４％の人が実行していた（表２）。
コントロール変数として，個人属性仮説を中心
に先行研究から，年齢（生年から換算），性別（男
性１ 女性０），学歴（大卒以上１ その他０），
雇用形態（正規雇用１ その他０），婚姻状況（既
婚１ その他０），人種（白人１ 有色０），世帯
収入（２９段階），政治的態度（リベラル～保守７
段階），外国人との関係意識（まったくうまくいっ
ていない～大変うまくいっている４段階）を投入
した。結果は，「性別」「婚姻状況」「世帯収入」「政
治的態度」「コロナウイルス感染予防対策」「人種」
が１％水準で有意となった（表３）。仮説「新型
コロナウイルス感染予防対策をおこなっている人

ほど排外意識が高い」については符号がマイナス
であったことから支持されなかった。

Ⅴ． 考察
１．移民に対する意識
まず，排外意識変数の作成の際に使用した移民
に対する意識項目について考察する。２０１８年アメ
リカ全国調査で用いた移民に対する意識項目の分
布を確認した。その結果，今回のアメリカ調査の
分布と類似していることが確認された（表４）（俵
２０１８）。コロナ禍に入ってもアメリカ人の移民に
対する意識に大きな変化はないといえよう。強い
て変化を挙げると次のような点である。「アメリ
カの文化は移民によって豊かになっている」に対
して「非常にそう思う」人の割合が９ポイントほ
ど増加していることや，「移民はアメリカのやり
方に従うべき」に対する肯定派が，４９．０％から

表２ コロナウイルス感染予防対策（％）

表３ 排外意識を従属変数とした重回帰分析
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５３．５％と若干増加している点であろう。
今回の調査の分布をみると，複数の項目で移民
に対して肯定的な意見を持つ人の割合が高くなっ
ている。「アメリカに来る移民はもっと増えたほ
うがよい」「アメリカの経済は移民によって豊か
になっている」「アメリカの文化は移民によって
豊かになっている」といった移民の増加を積極的
に評価する項目についても肯定派の割合が高い
（表１）。アメリカ人はある程度移民が自国にもた
らす有益性を認識しているようである。特に「ア
メリカの文化は移民によって豊かになっている」
については肯定派が６０％近い。この結果からアメ
リカでは多文化主義が根付いているように思われ
る。
一方，「アメリカは，アメリカ式の生活様式を

守るために移民を制限すべきだ」についての結果
をみると肯定派の割合が高い。また，「移民はア
メリカのやり方に従うべき」についても肯定派の

割合が高い（表１）。移民の有益性を認識してい
る一方で，自分たちの生活を変えたくないという
思いもあるようだ。アメリカ人は移民が自国にも
たらすさまざまな影響を認識した上で，移民を肯
定しアメリカ社会における多様性を認めることと，
移民を否定し１つの共通の文化を志向することの
両面を持ち合わせているのではないかと思われる。
２０１８年調査の結果においても同様の傾向がみられ
ていた。

２．行動免疫システムと排外意識
次に排外意識を従属変数とした重回帰分析を
行った結果を考察する。分析の結果，「性別」「婚
姻状況」「世帯収入」「政治的態度」「コロナウイ
ルス感染予防対策」「人種」が有意であった。女
性よりも男性のほうが，現在既婚者のほうが，世
帯収入の少ない人のほうが，政治的保守の人のほ
うが，コロナウイルス感染予防対策をしていない

表４ アメリカ人の移民に対する意識：２０１８年調査（％）
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人のほうが，白人のほうが，排外意識が高かった。
２０１８年調査データでの重回帰分析では，「性別」「雇
用形態」「政治的態度」「エスニシティ」「子ども
の有無」「都市規模」が１％水準で有意，「人種」
「移民割合」は５％水準で有意であった（俵 ２０１８）。
２０１８年調査と２０２２年調査では，投入した変数が異
なるため単純な比較はできないが，アメリカでは
コロナ禍であるかどうかにかかわらず「性別」と
「政治的態度」は排外意識に影響を与える変数と
いってよいだろう。女性よりも男性のほうが，政
治的リベラルよりも保守のほうが排外意識は高い。
「雇用形態」については２０１８年調査のデータでは
有意であったが，今回は有意とならなかった。コ
ロナ禍で失業者が増加したことが一因かもしれな
い。
第２節で示した仮説「新型コロナウイルス感染
予防対策をおこなっている人ほど排外意識が高
い」については支持されなかった。アメリカにお
いては「新型コロナウイルス感染予防対策をおこ
なっている人ほど排外意識が低い」という結果と
なった。行動免疫システムに従うと，コロナウイ
ルスに感染したくない人は感染予防対策をしっか
りとおこない，そしてそのような人は排外意識が
高いことが予想される。しかし，結果は行動免疫
システムに反する結果であった。このような結果
となった理由を考察することは難しいが，コロナ
ウイルスの感染に懸念を抱いている人は感染予防
対策をおこなうことで感染リスクが低くなったと
認識し，排外意識も低くなっていることが考えら
れる。調査が実施された２０２２年１月は，すでにコ
ロナウイルスの感染予防対策について多くの国で
政府が明確に示しており，国民も２年間の経験か
ら感染予防対策を効果的におこなうことができる
ようになっている時期である。アメリカも同様で，
自身がしっかり感染予防対策をおこなっていれば
感染するリスクが低くなることを理解しているこ
とから行動免疫システムでは説明できなかったの
ではないかと思われる。そうであるならば行動免
疫システムが機能するのは主に感染拡大初期なの
かもしれない。その感染症がどのような特徴を有
しているのか，どのように感染拡大しているのか，
予防するにはどうすればよいのかなどわからない
ことが多い時期においては行動免疫システムは機

能するが，その感染症についてさまざまなことが
明らかになってくると，人々はわからない不安か
ら解放され，何をすれば感染リスクが低減するの
かがわかるようになり，行動免疫システムは機能
しなくなるのではないだろうか。そうすると，行
動免疫システムについての検証は調査が感染拡大
のどのような時期におこなわれるかによって結果
が異なることが予想される。
そして，多くの移民がともに暮らしているアメ
リカだからこそ，感染症についての特性や感染予
防対策が周知されるとともに行動免疫システムが
機能しなくなるということが考えられる。自身が
しっかり感染予防対策をおこなっていれば感染す
るリスクが低くなることを理解すると，多様な
人々がともに生活しているアメリカでは感染症は
移民や外国人だからといって差別する理由にはな
らないということなのかもしれない。そうすると，
感染予防対策が周知されると，それほど時間を要
せず行動免疫システムは機能しなくなり，移民や
外国人に対する意識は平時と変わらなくなるので
はないだろうか。コロナ禍前の２０１８年調査の移民
に対する意識と２０２２年調査の移民に対する意識に
ほとんど変化がみられなかったのも同様の理由か
らかもしれない。

Ⅵ．おわりに
本稿では，行動免疫システムに着目し，コロナ
禍におけるアメリカ人の排外意識を明らかにする
ことを目的として分析をおこなった。「新型コロ
ナウイルス感染予防対策をおこなっている人ほど
排外意識が高い」という仮説をたてて検証したと
ころ，新型コロナウイルス感染予防対策をおこ
なっている人ほど排外意識が低いという結果とな
り，仮説は支持されなかった。その理由として，
未知の感染症についての情報が乏しい時期におい
ては行動免疫システムは機能するが，その感染症
の特徴や感染予防対策などが明らかになってくる
と人々は不安から解放され，何をすれば感染リス
クが低減するのかがわかるようになり，行動免疫
システムは機能しなくなるということを挙げた。
そして，それは多くの移民がともに暮らしている
アメリカだからこそ生じている可能性がある。多
文化社会とはいえない社会においては，未知の感
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染症についての特徴や感染予防対策が周知される
ようになったとしても行動免疫システムが機能し
続けるかもしれない。今後は，アメリカと比べて
多文化社会とはいえない日本との比較を試みる。

〈注〉
１） 時事ドットコム，２０２１，「インド株のせい？カレー

店悲鳴 売り上げ大幅減、風評被害も―新型コロナ」
（２０２１年１２月１５日取得，https://www.jiji.com/jc/article?
k=2021061600167&g=soc）.

２） 毎日新聞，２０２２，「アジア系住民への憎悪犯罪
アメリカで４．４倍に コロナで深刻化」（２０２２年１２月
６日 取 得，https://mainichi.jp/articles/20220212/k00/00
m/030/098000c）.

３） 移民の割合については，２０１５年のU.S. Census Bureau,
2011-2015 American Community Surveyからそれぞれ
の州の全人口に占める外国生まれの比率を調べた。
平均値は１３．３５％であった。

４） アメリカ３州調査は，日本時間２０１７年３月２日（木）
１８時から７日（火）１４時にかけて行われた。調査対象
者は，２０１６年末時点で，満１８歳から３９歳個人（１９７７
年～１９９８年生まれ）である。登録モニターを用いた
インターネット法で実施した。標本設計は次のとお
りである。U.S. Census Bureau, 2011-2015 American
Community Survey 5-Year Estimatesを用いて，州ごと
に性別（２層），年代（３層：１８‐２４歳，２５‐２９歳，３０
‐３９歳）の６セルで割付をおこなった。設計標本サ
イズは各州３００人以上，合計９００人以上を目標とし，
有効回答数は９３４であった。

５） 「若年層の意識・価値観調査」は，２０１７年に実施
したアメリカ３州調査を発展させ新たに実施したア
メリカ全国調査である。調査実施期間は日本時間
２０１８年１月１０日～１７日，調査地域はアメリカ合衆国
全土，調査対象は，２０１７年末時点でアメリカに居住
している満１８歳～３９歳個人（１９７８年～１９９９年生まれ），
調査法は，登録モニターを用いたインターネット法，
標本は，地域（９層），性別（２層），年代（３層：
１８‐２４，２５‐２９，３０‐３９）の６セルで割付をおこなっ
た。設計標本サイズは３，０００以上を目標とし，有効
回答総数３，１７７であった。
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